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1. 研 究 の 概 要 (目的と構想)
outlineoftheProject(PurposeandPlan)

田 村 重四郎*
ChoshiroTAMURA

昭和56-57年度に亘って,千葉実験所内に建設が進め

られていた ｢地震による構造物破壊機構の解析設備｣が

完成して稼動を開始した.ここに,この設備を紹介する

機会を得たので,詳細な説明に入る前に当該設備の目

的 ･意義ならびに完成までの経過,設備の内容等につい

て概説することにする.

本所で耐震工学研究の推進のため,耐震構造学研究グ

ループ (ERS)が昭和42年に組織され活動してきたが,

この設備は研究を進めてゆく上で,正に必要となった設

備であるということができる.耐震工学の研究発展の線

上で本計画が具体化したのは,昭和53年春のことであ

る.｢自然地震に対する地盤･基礎･構造物系の応答観測｣

(代表者 田村重四郎)および｢地震荷重を主とした自然

荷重による施設の事故 ･災害発生についての確率手法に

よる総合的研究｣(代表者 柴田 碧)の2つの研究計画

案が同時に提案された.前者は,地震観測専用の実際の

建物を築造し,その内部に地震動により破壊するような

各種の弱小模型を築造し,両者を同時に地震観測するこ

とにより,地震動の各レベルにおける構造物の挙動を調

べ,破壊までの過程を明らかにしようとする計画であっ

た.この計画は,予算額も含めて種々の方向から検討が

加えられ,昭和55年に現在のような内容にまとめられ,

昭和55年度,特別設備費で概算要求を行った.そり後各

方面の協力を得て,昭和56年度より国立学校施設整備費

と特別設備費の予算を受けることができ,建設工事の緒

についた.初年度は主に地盤の地震動をアレ-観測する

ための設備と,油圧装置の整備が行われた.この油圧装

置は2次元振動台と構造物動的破壊実験設備のアクチュ

エータとに共用される.これにより,昭和57年度春には

まがりなりにも本研究の一部である,地盤の地震動観測

を開始することができた.

完成までの間,ERSの初代の代表であった岡本舜三名
誉教授は側面から協力され,･久保慶三郎名誉教授,田中

尚名誉教授は,この計画の推進のためたいへんな努力を

払われた.特に,田中尚名誉教授はご退官前の2年間を

この施設の完成のため,渉外,ERSのまとめ,計画の方

向づけ,工事の進捗に伴って生ずる諸々の課題の解決等

に尽力された.この設備の完成により,構造物の耐震性
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の研究において,新しu一歩を進めることができ,耐震

工学上の諸問題の研究の推進に寄与し得るものと確信し

ている.

さて,本邦と周辺地域から放出されている地震エネル

ギーは,地球全体の10数パーセントに達するといわれて

いるが,あまねく開発され,大規模で高度な社会施設,

産業施設が各地に建設されるに及んで,地震の予知と共

に,構造物の耐震性の検討が特に強く求められることに

なったのは,自然な成り行きであると思われる.他方,

大地震が数10年,あるいは数100年の間隔で発生すると

すれば,構造物に賦与すべき耐震性は構造物の耐用年数,

重要催,被害の大きさ,社会活動に対するインパクト等

のみならず,社会の将来の展望をも含めて,多方面から

検討されなければならない.構造物のこの耐震性のレベ

ルが決まったとしても,これを設計に合理的に具体化す

るためには,構造物が地震時にLl-かに挙動し,どのよう

な耐震強度をもち,かつどのような損害をどのような過

程を経て受けるかを知ることが必要になる.この究明は,

非常に困難なものの1つであり,構造物が複雑化し大型

化する一方,新しい種類の構造物が築造されている現在,

なお容易ではない.構造物の耐震強度の解明は,耐震工

学で現時点で最も解明が急がれている重要課題の1つで

ある.

ここで本研究の母体であるERSにふれることにした

い.昭和39年6月の新潟地震の際,震央距離約50kmに

あった新潟市では,工業設備も含めて多くの近代的構造

物が,大きな被害を受けた.このため,耐震工学研究の

推進をはかって本所に生産施設防災工学,勤的材料強弱

学,耐震機械構造学の3研究部門が設置された.これを

契機に,昭和42年度春より岡本名誉教授を中心に研究者
の任意の集まりであるERSが発足した.広い分野に亘

る知見が必要であると共に,共通の研究分野も多いとい

う耐震工学の特質から,相互に研究情報の交換を行った

り,実験施設,測定計器の共通の利用をはかるなど,研

究が円滑にかつ容易に推進できるよう組織されたもので

ある.月1回開催される研究会,年1回のBulletin(英文)

の発行が定常的な活動であるが,本所内外の研究活動に

おいては,研究者の集団として或いは夫々の研究室の研

究活動のベースとして日常的に機能している.
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